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  年に「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」（いわゆる「,7 基本法」）が







































































































































































      ②名誉回復処分請求（民法 条）
28
  
      ③人格権に基づく差止請求（明文の規定はなく判例による）
 プライバシー侵害：①不法行為に基づく損害賠償請求（民法 条・ 条）
































































でに生じていたことから、 年  月  日に「私事性的画像記録の提供等による被害の
防止に関する法律」、いわゆる「リベンジポルノ防止法」が制定された。同法では、当該侵
害情報の削除に関連して、プロバイダ責任制限法による送信防止措置にかかわる同意照会


















































































































































 総 務 省 作 成 プ ロ バ イ ダ 責 任 制 限 法 図 解 資 料  頁
（KWWSZZZVRXPXJRMSPDLQBFRQWHQWSGI）。
「対抗言論の抗弁」が扱われた裁判例として、パソコン通信にかかわるニフティサーブ事件
がある（第 審東京地判平成 年 月 日判タ 号 頁、控訴審東京高判平成 年 月



















本稿脱稿後、平成 年 月 日に、「官民データ活用推進基本法」（第 回国会法律 
号）が議員立法として成立し、同  日公布、施行された。官民が持つビックデータを個人情
報の保護に配慮しつつ、誰でも自由に使える「オープンデータ」とすることなどを目指し、そ
れを推進するための柱となる法として制定されたものである。基本法であるので官民データが
具体的にどのように活用され実効性を獲得できるかは、今後の個別法や政策に依拠することに
なろう。同基本法は、国・自治体・企業が持つデータを柔軟に連携・活用できる環境の構築を
目指すという点で重要な意味を有するのは確かであるが、データの利活用を急ぐあまり、個人
情報の扱い方がおろそかになる可能性は皆無とはいえまい。今後の運用を注視していく必要が
あろう。
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